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貸 借 対 照 表 

(2025年12月31日現在) 
 

（単位：千円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

(資 産 の 部)  (負 債 の 部)  

流 動 資 産 38,556 流 動 負 債 172,670 

現 金 及 び 預 金 8,084 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 141,000 

売 掛 金 24,035 1年内返済予定の長期借入金 12,500 

前 払 費 用 2,613 未 払 金 3,734 

そ の 他 3,822 未 払 費 用 11,622 

固 定 資 産 12,067 未 払 法 人 税 等 296 

投 資 そ の 他 の 資 産 12,067 預 り 金 1,165 

投 資 有 価 証 券 11,742 そ の 他 2,351 

長 期 前 払 費 用 325   

  固 定 負 債 60,544 

  社 債 10,000 

  長 期 借 入 金 50,000 

    繰 延 税 金 負 債 544 

    負 債 合 計 233,214 

    (純 資 産 の 部)  

    株 主 資 本 △183,628 

  資 本 金 91,144 

  資 本 剰 余 金 474,326 

  資 本 準 備 金 282,235 

  そ の 他 資 本 剰 余 金 192,091 

  利 益 剰 余 金 △749,099 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 △749,099 

  繰 越 利 益 剰 余 金 △749,099 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,036 

  その他有価証券評価差額金 1,036 

  純 資 産 合 計 △182,591 

資 産 合 計 50,623 負債・純資産合計 50,623 
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損 益 計 算 書 

( 2025年１月１日から 

2025年12月31日まで ) 
（単位：千円） 

科       目 金       額 

売 上 高  75,715 

売 上 原 価  1,610 

売 上 総 利 益  74,105 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  127,447 

営 業 損 失 （ △ ）  △53,341 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 9  

補 助 金 収 入 236  

雑 収 入 1,243 1,489 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 1,225  

社 債 利 息 8,464  

為 替 差 損 2,150  

そ の 他 130 11,969 

経 常 損 失 （ △ ）  △63,821 

特 別 利 益   

新 株 予 約 権 戻 入 益 800 800 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 0 0 

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ）  △63,021 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 296 296 

当 期 純 損 失 （ △ ）  △63,317 
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個別注記表 

 

重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

投資有価証券 

 その他有価証券 

  市場価格のない株式等 

   移動平均法による原価法を採用しております。 

 

２．収益及び費用の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なサービスにおける主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。その収益の計上基準は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識する

こととしており、契約開始時において、一定期間にわたり充足する履行義務かどうかを

判断し、当該履行義務に該当しないと判断されるものについては、一時点で充足する履

行義務としております。 

 当社は、医薬品の研究開発、製造、販売、技術の使用等を第三者に許諾するライセン

ス契約に基づく収益（契約一時金収益、マイルストーン収益、ロイヤリティ収益）及び

当社のナレッジや役務を提供するコンサルティング契約に基づく収益を主な収益として

おり、具体的な収益認識基準は、以下のとおりです。 

・ 契約一時金収益は、ライセンス契約を締結し、知的財産の実施権等を第三者に付与

した時点で収益を認識しております。 

・ マイルストーン収益は、ライセンス契約書に規定した開発中間目標又は売上高目標

が達成された時点で、収益を認識しております。 

・ ロイヤリティ収益は、契約相手先の売上収益等の報告受領時点で収益を認識してお

りましたが、(1)又は(2)のいずれか遅い方で、当該売上高又は使用量に基づく収益

を認識する方法に変更しております。 

(1) 知的財産のライセンスに関連して顧客が売上高を計上する時又は顧客が知的財産

のライセンスを使用する時 

(2) 売上高又は使用量に基づくロイヤルティの一部又は全部が配分されている履行義

務が充足（あるいは部分的に充足）される時 

・ コンサルティング収益は、コンサルティング契約に基づく役務提供期間が経過した

時点で収益を認識しております。 

 

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 繰延資産の処理方法 

株式交付費 

支出時に全額費用処理しております。 

 

(2) 外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。 
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税効果会計関係に関する注記 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産  

 税務上の繰越欠損金（注） 311,419千円 

減損損失 86千円 

繰延税金資産小計 311,505千円 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △311,419千円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △86千円 

評価性引当額小計 △311,505千円 

繰延税金資産合計 － 

  

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △544千円 

繰延税金負債合計 △544千円 

繰延税金資産(負債)純額 △544千円 

 

(注) 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

（単位：千円） 

 

１年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 合計 

税務上の 

繰越欠損金

(※) 

－ － － 28,300 75,671 207,446 311,419 

評価性 

引当額 
－ － － △28.300 △75,671 △207,446 △311,419 

繰延税金 

資産 
－ － － － － － － 

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

   当事業年度は税引前当期純損失であるため、注記を省略しております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

1. 役員及び個人主要株主等 

（単位：千円） 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有(被所

有）割合 

関連当事者と

の関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

役員及びそ

の近親者 

古田晃浩 
被所有 

直接15.8% 
当社取締役 

社債の引受 

社債引受

(注)１ 
50,000 

１年内償

還予定の

社債 

80,000 

社債 10,000 

小泉信一 
被所有 

直接13.2% 
当社取締役 

社債の引受 

社債引受

(注)１ 
10,000 

１年内償

還予定の

社債 

32,000 

主要株主

(個人)及び

その近親者

が議決権の

過半数を所

有している

会社等 

DNAパー

トナーズ

(同) 

(注)２ 

被所有 

直接3.6% 
当社の外注先 

コンサル

タント料

の支払

(注)３ 

13,488 

(注)４ 
未払金 10 

(注)１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

社債の引受額及び利息については、取締役会決議にて返済条件、利率等を合

理的に決定しております。 

２．個人主要株主である長久 厚氏が代表権を有し、議決権の過半数（60.0％）を

有している会社です。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

コンサルタント料については、両社協議のうえ、取締役会決議にて決定して

おります。 

４．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれてお

ります。 

 

 

一株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 △9円46銭 

１株当たり当期純損失（△） △3円28銭 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であり期中平均株価を把握できないため、また、１株当

たり当期純損失であるため、記載しておりません。 
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